
習志野市経営改革推進本部設置要綱 
                                平成１８年３月２７日 

                                    公告第１７号 

（設置） 

第１条 経営改革の推進を図るため、習志野市経営改革推進本部（以下「本部」という。）を設置す

る。 

  （平２０公告３２・一部改正） 

（所掌事務） 

第２条 本部の所掌事務は、次のとおりとする。 

（１） 自治体経営戦略の企画立案に関すること。 

（２） 自律的な都市経営の推進に関すること。 

（３） その他経営改革に係る重要事項に関すること。 

（平２０公告３２・一部改正） 

（組織） 

第３条 本部は、本部長、副本部長及び本部員をもって組織する。 

２ 本部長には市長を、副本部長には副市長を、本部員には別表に掲げる職にある者をもって充てる。 

  （平１９公告３２・平２０公告１０５・一部改正） 

（職務） 

第４条 本部長は、本部を統括し、本部を代表する。 

２ 副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるとき又は欠けたときはその職務を代理する。 

（会議） 

第５条 本部の会議は、本部長が必要に応じて招集し、本部長が議長となる。 

（委員会） 

第６条 本部の下部組織として、習志野市経営改革推進委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

２ 委員会の所掌事務は、次のとおりとする。 

（１） 自治体経営戦略の調査研究に関すること。 

（２） 経営改革に係る計画の検討及び調整に関すること。 

（３） 経営改革に係る計画の改革工程表の検討及び調整並びに進行管理に関すること。 

（４） その他本部長からの指示事項 

３ 委員会は、委員長、副委員長及び委員をもって組織する。 

４ 委員長には副市長を、副委員長には企画政策部長を、委員には別表に掲げる職にある者をもって

充てる。 

５ 委員長は、会務を総理する。 

６ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は欠けたときはその職務を代理する。 

７ 委員会の会議は、委員長が必要に応じて招集し、委員長が議長となる。 

８ 委員長は、必要と認めたときは委員会の構成委員以外の者を会議に出席させ、説明又は意見を聴

取することができる。 

  （平１９公告３２・平１９公告１５１・平２０公告３２・一部改正・平２５公告５１・一部改正） 

（専門部会） 

第７条 委員会は、必要に応じて専門部会（以下「部会」という。）を置くことができる。 

２ 部会は、委員長の指名する委員及び専門部員をもって組織し、部会の長は、委員長が指名する。 



３ 専門部員は、職員のうちから委員長が指名する。 

（庶務） 

第８条 本部、委員会及び部会の庶務は、企画政策課において処理する。 

  （平１８公告１２２・平２０公告３２・平２４公告３４・一部改正） 

（委任） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、本部の運営に関し必要な事項は、本部長が別に定める。 

 附 則 

この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

  附 則（平成１８年１１月１５日公告第１２２号） 

この公告は、公示の日から施行する。 

  附 則（平成１９年３月２２日公告第３２号） 

この公告は、平成１９年４月１日から施行する。 

  附 則（平成１９年７月１０日公告第８１号） 

この公告は、平成１９年７月１１日から施行する。 

  附 則（平成１９年１２月５日公告第１５１号） 

この公告は、公示の日から施行する。 

  附 則（平成２０年３月３１日公告第３２号） 

この公告は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２０年７月１日公告第１０５号） 

この公告は、公示の日から施行する。 

附 則（平成２２年４月１日公告第５７号） 

この公告は、公示の日から施行する。 

附 則（平成２４年３月１９日公告第３４号） 

この公告は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年４月２６日公告第５１号） 

この公告は、公示の日から施行する。 



 

別表（第３条第２項及び第６条第４項）  

（平２４公告３４・全改  平成２５公告５１・一部改正） 

本 部 員 委  員 

１  教育長 

２  企業管理者 

３  消防長 

４  企画政策部長 

５  総務部長 

６  財政部長 

７  環境部長 

８  市民経済部長 

９  保健福祉部長 

１０ 都市整備部長 

１１ こども部長 

１２ 会計管理者 

１３ 議会事務局長 

１４ 副教育長 

１５ 学校教育部長 

１６ 生涯学習部長 

１７ 企業局業務部長 

１８ 企業局工務部長 

１９ 資産管理室長 

１  企画政策部次長 

２  総務部次長 

３  財政部次長 

４  環境部次長 

５  市民経済部次長 

６  保健福祉部次長 

７  都市整備部次長 

８  こども部次長 

９  会計課長 

１０ 議会事務局次長 

１１ 監査委員事務局長 

１２ 選挙管理委員会事務局長 

１３ 農業委員会事務局長 

１４ 学校教育部次長 

１５ 生涯学習部次長 

１６ 消防本部次長 

１７ 企業局業務部次長 

１８ 企業局工務部次長 

 


